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1　
はじめに
　
今日、科学技術の進歩の影響を受け、生殖補助医療技術とＤＮＡ等の鑑定技術というふたつの方向から法的親子
関係のあり方があらためて問われている。本稿では後者、すなわちＤＮＡ等の鑑定技術の進歩がもたらした法的親子関係のあり方に関する議論に焦点をあて これらの技術が出現する以前においては、母子関係は分娩の事実により明白であるが、父子関係については誰が父であるかは定かではなかった。通常、夫婦が同居し正常な婚姻生活を営んでいるところに生まれる子は夫と妻の血を分けた子と推 されよう。 が国ではこ 推論は民法上、嫡出推定という形 取り入れられている。民法七七二条は、婚姻中に妻が懐胎した子は夫の子と推定され
（同条一項）
、
さらに婚姻成立の日から二〇〇日後、また 婚姻の解消もしくは取消の日 ら三〇〇日以内に生ま た子 、婚姻中に懐胎した子と推定される
（同条二項）
、と規定する。この二段の推定により、妻の生んだ子は嫡出性を付与さ
れ、夫の嫡出子 される であり、①父性の推定、②嫡出性 付与、③嫡出否認 訴えの前提としての嫡出推定、
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という三つの要素がこの規定に盛り込まれている。この嫡出推定は、夫が子の出生を知った時から一年以内に嫡出否認の訴えを提起しなければ覆すことはできず
（七七四条、七七五条、七七七条）
、また子の出生後に父が子の嫡出
性を承 したときには、その否認権は消滅する
（七七六条）
。このように嫡出推定は強力であるため、生物学的に
父子関係のない者でも法的父子関係が確 されてし うおそれがあるので、学説・判例は、妻が夫によって懐胎することが不可能 事実があるときには、嫡出推定が及ばないことを認めている。この場合に 確認の利益ある者は実親子関係存否 確認の訴え
（人事訴訟法二条）
によっていつでも父子関係を否定することができることになる。
どのようなときに嫡出推定が及ばないかをめぐり従来から学説の対立がみられるが、ＤＮＡ等の鑑定によって血縁関係の有無の可能性 明確に判定されるように ったことで、誰を法的父とすべきかと う困難な問題 先鋭化している。さらに、未婚・非婚の女性 生んだ子 は誰かについて、日本には認知制度がある。非嫡出子の父 関係は、子の生物学上 父が認知届 出すことによって 発生する任意認知 認知の訴えによって父 関係が認められる強制認知のふたつの方法によって、確定する。特に後者の認知の訴えが められ 判断基準としは、民法上に証拠法則 規定が欠けるため、自由心証主義 よって判断されてい 。判例の集積により、①懐胎可能期間に原告の母と被告に情交関係があっ こと、②懐胎可能期間 原告の母が被告以外 男子 情交関係をもたなかったこと、③原告 の血液型上の背馳 ないこと、④被告の父として 言動、等をもと 、総合的に判断されているといわれる。いずれも間接事実 証明 積み重ねであり、プライバシー 暴きあ による法廷闘争 するよりも、ＤＮＡ鑑定のような父 蓋然性を数字的に示したも を指標に 、父子関係 存否を判断すべきではないかと うことが議論され　
科学技術の進歩の影響を受けて法的親子関係のあり方が問われているのはわが国だけではなく、アメリカにおい
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ても同様である。嫡出子の父子関係について、アメリカは非嫡出子の差別的扱いをなくす努力が判例や一九七三年の「統一親子関係法
（
U
niform
 P
arentage A
ct ）」をモデルとする各州の制定法によってなされてきているため、わ
が国 ような嫡出推定規定ではなく、父性推定規定をおく州が多い。しかし、婚姻を基礎として父子関係を推定しているという点においては同じ あり、子と血縁を有する夫以外の男性がその推定を覆すことができるかということがまさに問題となって る。また、アメリカは事実主義のため、わ 国のような認知の制度はないが、近年、後述するように任意 承認手続きを導入するに至っている。こうし 状況を受け、統一親 関係法は二〇〇〇年に全面的に改訂され、二年後の二〇〇二年に若干修正され そこで、本稿では、父子関係の確定と親子鑑定との関係について、統一親子関係法がどのよう 扱っているかについて概観 。
2　
統一親子関係法（
U
niform
 P
arentage A
ct 、以下
U
P
A
）の変遷
（
1）一九七三年の統一親子関係法（
U
niform
 P
arentage A
ct （
1973 ） ）
　
歴史的には、婚姻している女性が産んだ子はすべて法律上、その夫の嫡出子
（
legitim
ate child ）
であるという嫡
出推定
（
presum
ption of legitim
acy ）
が、もっとも強力な推定のひとつとして知られている。イギリスにおいて、こ
の推定は、夫が四海内
（
w
ithin the four seas ）、すなわちイギリス国内にいる場合に限り決定的
（
conclusive ）
であ
り、夫が子の懐胎時に不能
（
im
potent ）
であることを証明することによってのみ覆すことができ
た（
1）。この推定は、
夫婦ともに懐胎時に交渉がないと証言することを否定する「マンスフィールドのルール
（
L
ord M
ansfieldʼs R
ule ）」
という証拠ルールによって支持された
（
2）。その結果、血液検査やＤＮＡ鑑定のない時代であるため、嫡出推定を覆す
ことはほとんど不可能であ た。この推定はコモン・ロー とも アメリカに継受された。
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非嫡出子
（
illegitim
ate child ）
は、イギリスにおいて「何ぴとにも非ざる子
（
filius nulius ）」あるいは「私生児
（
bastard ）」として相続権が与えられず、法律上、不当な扱いをされてきたが、アメリカにおいても、非嫡出子は、
母からは扶養されるが、父に対する扶養請求権はなく、労災補償や不法死亡訴訟においても父との関係では利益を享受することは認められていなかった
（
3）。このような非嫡出性の否定的結果をなくすために、統一州法委員全国会議
（
N
ational C
onference of C
om
m
issioners on U
niform
 State L
aw
s 、以下ＮＣＣＵＳＬ）
は、一九二二年に「統一非嫡出子
法
（
U
niform
 Illegitim
acy A
ct ）」を、次いで同法を廃止し一九六〇年に「父子関係に関する統一法
（
U
niform
 A
ct on 
P
aternity ）」を作成したが、わずか六州でしか採択されなかったため、その努力は続けられ、一九七三年に「統一
親子関係
（
U
niform
 P
arentage A
ct （
1973 ） 、以下ＵＰＡ一九七三）
」でようやく結実した。これら一連の努力によっ
て目指された非嫡出子のために確保されるべき主たる権利は扶養請求権であったが、同法案作成中に連邦最高裁が非嫡出子に対し嫡出子に与えられ の 同じ実体的扶養請求権を認めたので
（
4）、ＵＰＡ
1973は嫡出子に対する非嫡出子
の平等な法的権利の必須条件に焦点があてられた。　
ＵＰＡ一九七三は、第二条において、 「親子関係は、当該親の婚姻上の地位に関わらず、すべての子およびすべ
ての親に等しく及ぶ。 」と規定した上で、第三条において、親子関係は、
⑴実母
（
natural m
other ）
と間では子を出
産した証拠 より、あるいは本法において確定し、
⑵実父
（
natural father ）
との間では本法において確定しうると
規定され いる。そ て、第四条において、法的父子関係 確認過程を容易にするための父性推定規定をもうけている。同条⒜項は、以下の
⑴～
⑸のいずれかの場合に該当する男性は実父であると推定される。
⑴子の母と婚姻し
ており、かつその婚姻中 あるいはその婚姻終了の三〇〇日以内 子が出生した場合
⑵子の出生前に子の母と婚
姻を試みたがその婚姻は無効で かつその試み 婚姻中 あるいはその試みた婚姻終了の三〇〇日以内に子が
アメリカ統一親子関係法における親子鑑定〔中村　恵〕
188
出生した場合、
⑶子の出生後、その母と婚姻しているかあるいは婚姻を試みており、かつ
（適当な裁判所か人口動
態統計局に）
ファイルされた書面で父子関係を承認しているか
（
acknow
ledge ）
あるいは書面による任意の約束のも
と子を扶養する義務がある場合、
⑷子が未成年である間、家庭に子を受け入れかつ子を実子
（
natural child ）
とし
て子を公然と保持する
（
hold out ）
場合、
⑸（適当な裁判所か人口動態統計局に）
ファイルされた書面で父子関係を承
認し、かつ母がそれを通知された後相当な期間内にその承認を争わない場合。同条⒝項において、これらの推定は明白かつ説得力ある証拠
（
clear and convincing evidence ）
によってのみ適切な訴えにおいて覆すことができ、さら
に推定が競合する場合には、事実上、政策と論理のより重要性が高い考慮
（
the w
eightier considerations of policy 
and logic ）
に基づく推定が支配するとする。
　
第六条は、子、その実母そして第四条⒜項の⑴⑵
⑶のいずれかで推定される男性は、いつでも父子関係が存在す
ることを宣言する訴えを提起することができ、子の出生 五年以内に父子関係の不存在を宣言する訴えを提起することができると規定する。また いかな 利害関係人も第四条⒜項の⑷⑸のいずれかで推定される父子関係の存在ないし不存在を決定するためにい でも訴訟 提起 こと できるとする。した って、婚姻に基づく父性推定の場合、推定を争う提訴権者および提訴期間が制限さ てい 。　
第一一条において、裁判所は、当事者の請求があり次 、その子、母、父と主張する者に血液検査に服すること
を要求できると規定し、父子関係の確定に血液検査が導入されてい 。また 第一二条において、父子関係の証拠として、
⑴懐胎可能期間の母と父と主張する者との間の性交の証拠、
⑵母の懐胎可能期間に基づく父と主張する者
の父子関係の統計的可能性に関する専門家 意見、
⑶可能であれば、父と主張される者の父子関係の統計的可能性
の証拠と合致する重み ある血液検査結果、
⑷専門家によって行われた検査に基づく子の父と主張される者の父子
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関係に関する医学的、人類学的証拠、
⑸子の父子関係の問題に関する他のすべての証拠、が列挙されている。ＵＰ
Ａ一九七三で採用されている科 鑑定方法の基本である血液検査は、一九三〇年頃までに発達し、その後五〇年を経てほぼ全州 そのような検査を父と主張する者を父子関係から排除するための証拠として取り入れられている。一九七〇年代 登場した遺伝子検査
（
genetic test ）
はまだＵＰＡ一九七三では採用されていない。
（
2）二〇〇〇年の統一親子関係法（
U
niform
 P
arentage A
ct （
2000 ） 、以下ＵＰＡ二〇〇〇）
　
まず、ＵＰＡ一九七三が改訂されるまでの背景を概観す
る（
5）。何世紀もの間、婚姻中に生まれた子は決定的に
（
conclusively ）
婚姻の子であると推定されてきた。やがて、夫と妻が懐胎可能期間に性交渉を持つはずがないとい
うことを証明しえた場合にこの推定が疑わしいとしてこの準則にわずかな変化が生じた。後に、懐胎時期に夫が不能、断種、在監中であればこの準則の変更は許された。例外はすべて夫がその妻 子の生物学上の父で ないということを証明する夫の能力にかかっていた。　
親子鑑定の進歩は、夫が彼の父子関係がないことを証明しうるたくさんの状況を大きく拡大させた。そのような
鑑定もまた婚姻の外にい 者にとっても夫が十分に親の義務を受け入 場合でさえ父子関係を主張することを可能にした。裁判所と立法府はそのような婚姻子 父子 を争うことの拡大が望ましい どうか考慮しなければならなかった。　
今日、事実審はしばしば離婚あるいは離婚後 手続き上の問題に直面している。夫は婚姻中に生まれた子の父子
関係に疑問をもち親子鑑定を要求する。離婚後 手続きにおい 、扶養義務 履行 てい 父が抗弁として父子関係がないこと 挙げ、裁判所に鑑定命令を求めることができる。裁判所はそ とき生物学上 父 関係が子に
アメリカ統一親子関係法における親子鑑定〔中村　恵〕
190
とって安定した関係を維持することよりもより重要であるかどうかを衡量しなければならない。　
非婚姻子の父子関係
（
the paternity of nonm
arital children ）
については、最近まで、扶養請求手続き
（
paternity 
proceedings ）
は本質的には準刑事的
（
quasi-crim
inal ）
であった。父と目される男性は逮捕され、陪審が行われ、母
が合理的疑いを超えて父子関係を証明しなければならなかった。そのような手続きは子の情緒的、心理学的、家族の利益をもたらさなかった。すなわち、子の扶養責任か その人 ちを解放すること もたらした。父が父子関係を確立し子との関係をもちたいという思いでさえ考慮され かった。　
一九二二年後半、ＮＣＣＵＳＬは統一非嫡出化法を提案したとき、そのモデルはまだ準刑事手続きであった。さ
らに、扶養請求訴訟 提起するかにつ ての決定はいまだ大きく母に残されていた。州が訴訟を提起する場合に子が公的扶助に依存するようになるまで、母も も当該訴訟を開始することはできな　
一九七〇年代に、いくつかの州が任意に子のために父子関係を確定したい親が比較的に非公式な審理に参加する
ことができ、書類に署名し、子のための父子関係命令を得ることができる行政上の過程を立ち上げたときに変化が始まった。行政の出先機関はそ 際裁判所がそれ 認容し、事実認定 当事者を拘束する司法上の命令にし、他州において十分な信頼と信用を与えたということを命令に記載 た。　
一九三〇年まで、男性の父子関係を排除する初歩的な血液検査が発展した。五〇年以上経ち、ほぼ全州が父子関
係から父と目される者を排除するための証拠にそ よう 検査が受け入れられた。一九七〇年代に、父子関係を否定することより以上の検査 提供 現代 遺伝子検査が現れた。これらの検査は対象と れた男性が問題となている子の父であると う九九％を超え 可能性 提供する できる。目に見え 形の正確さで父子関係を肯定することも否定するこ もできる検査は 行政的な過程および父子 の承 手続きとともに 父と目さ る男
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性にとっては好ましいものとされた。　
子の出生直後に扶養請求訴訟を要求する多くの州法を無効にした連邦最高裁の一連の判例
（
6）の結果、州法において
もまた変化が起きた。いくつかの州は扶養請求事件における制定法上の制限を解釈あるいは規定の削除によってなくした。連邦最高裁はまた、扶養請求事件において刑事的基準である合理的疑い 超える証明よりもむしろ証拠の優越性という非刑事的基準を使用することが憲法上許されると判示した。　
議会もまた社会保障法のタイトルⅣ―Ｄの改訂 通じて、劇的な変化 始めた。実体的要件と財政的罰則・報奨
金の組み合わせにより、全州を共通の父子関係確定プロトコールに向かわせた。父子関係確定基準を満たさなかった州には、州がその基準を満たさないことが係属する年ご 段階的 上がる実質的な予算上のペナルティと う結果をもたらす。議会はま 、合理 した父子関 の確定手続きの積極 な実施を奨励す 州に報奨金 与 た。これらの変化を適切に実施することが父子関係の確定からいくつかの利点を得る子の福祉にとっては重要である。（子への多くの利点とは、財政的支援、情緒的支援、家族の結びつき、社会保障費、軍事的配分額、労働者補償、健康保険、遺伝情報、相続権を含む。 ）　
州政府および連邦政府は、子と母による父子関係の確定を容易 するための立法を行っている。一九八四年から
一九九八年にかけて、連邦議会は州が非婚姻子の めの 手続きを作 よう働きかける立法を多数採択している。例えば、連邦法は、いずれの親も子の出生後一八歳に達するまで
paternity suit
を提起するようにし、父
子関係が争われている場合に
genetic test
の結果に基づいて父子関係が確定される
（
7）。
　
父子関係の確定手続きの重要な発展は、司法手続き
（
judicial proceedings ）
から任意の宣誓供述書
（
voluntary 
affi
davits ）
へと移行したことである。これは一九九二年に、出産施設の母を対象として、数州が、反証可能な父子
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関係の推定を確立する宣誓供述書を病院に配布したのが始まりであり、その後、連邦議会はすべての州がvoluntary paternity establishm
ent program
s
を採用するように要件つきの予算法案を採択した。改訂された
二〇〇二年ＵＰＡ
（
the U
niform
 P
arentage A
ct （
2000, am
ended in 200 （
8）
2 ） ）
にも、この連邦法に呼応して、第三章に父
子関係の任意の承認手続き（
voluntary acknow
ledgm
ent of paternity ）が取り入れられている。
　
こうした様々な状況の変化に応じるため、二〇〇〇年にＮＣＣＵＳＬは親子関係に関するモデル州法案として、
新しい統一親子関係法を作成した。同法は、ＵＰＡ一九七三の改訂にとどまらず、ＮＣＣＵＳＬがこれまで作成してきた親子関係に関する統一法が一本化された形となっている。本法案は全九章から成 第一章は定義規定などの一般規定を、第二章は親子関係の確定の仕方を、第三章は連邦法によって強化された父子関係の承認手続きを、第四章は養子縁組手続きや親 権利終了手続きに関す 通知を未
（非）
婚の父が得るための父子関係の登録制を、
第五章は親子関係を確定するため 遺伝子検査を、第六章 親子関係決定手続きを、第七章は生殖補助医療によって産まれた子 親子関係 八 代理母契約を
（本章を採択するか否かは各州に委ねられている）
、第九章は施行
日や本法案が承認されたことによって
U
niform
 A
ct on P
aternity 、ＵＰＡ一九七三、
U
niform
 P
utative and 
U
nknow
n F
athers A
ct 、
U
niform
 Status of C
hildren of A
ssisted C
onception A
ct 、その他矛盾する制定法が廃止さ
れることなどを、そ ぞれ規定している。以下で 主に第二章、第五章、第六章につい 、概要を示す。　
ＵＰＡ二〇〇〇では、ＵＰＡ一九七三の第四条⒜項の
⑷および
⑸が削除されている。第四条⒜項の
⑷は、子が未
成年である間、家庭に子を受け入 かつ を実子
（
natural child ）
として子を公然と保持する
（
hold out ）
場合とい
う規定である。この推定は、遺伝子検査が父 決定するより良い方 であるため、推進されなかった 第四条⒜項の
⑸は、
（適当な裁判所か人口動態統計局に）
ファイルされた書面で父子関係を承認し、かつ母がそれを通知
東洋法学　第57巻第 1号（2013年 7 月）
193
された後相当な期間内にその承認を争わない場合という規定である。この推定は、第三章
（
article 3 ）
の
V
oluntary 
A
cknow
ledgm
ent
という父子関係の任意の承認手続きがもうけられたことにより、削除された。
　
婚姻を基礎とする父性推定はほぼ内容を変更していないが、その推定は次の規定にもとづく裁判所の判決によっ
てのみ覆されうるとしている
（二〇四条）
。第六〇七条⒜項によると、別に⒝項に規定される場合を除き、推定さ
れる父
（
presum
ed father ）
を有する子の親子関係を決定するために、推定される父、母、あるいは他の個人によっ
てもたらされた手続きは、子の出生後二年以内に開始されなければならな 。ＵＰＡ一九七三が作成された当時、子の父であ と主張する第三者に父性推定を覆す当事者適格 認め 傾向が強いとされていたが、二〇〇〇年には、三三州が推定 る父を有す 父であることを主張する男性に対し婚姻に基づく推定を覆す権利を認めているものの、いくつかの州では絶対的に禁じ 。そこで、ＵＰＡ二〇〇〇は、同条⒝項におい 、子と子の推定され 父と 間の父子関係 反証 求め 手続きは、裁判所が
⑴推定される父と子の母が懐胎可能期間に互い
に同居も性交 なかったこと、 らに、
⑵推定される父が一度も公然と彼自身の子として子を扱っていなかったこ
と、を決 する場合にいつで 維持 うるとする。　
また、第六〇八条では禁反言の法理によって父子関係を否定することを禁ずるという
paternity by estoppel を
導入し、同条⒜項は、本条の手続きにおいて、裁判所が、
⑴母あるいは推定される父の行為が、親子関係を否定す
ることをその当事者に禁じており
⑵子と推定される父との間の父子関係を反証することが不公平となる、と
決定した場合、遺伝子検査のための命令を求める申立 を裁判所は否定できるとす 。同条⒝項は、その申立てを否定でき か否かを決定する つき、裁判所は子 最善の利益を考慮しなければなら いとして 子の年齢や推定される父の父子関係が否定された場合の子へ 損害など九 ファクターを挙げてい 。
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ＵＰＡ二〇〇〇はその第五章
（
A
rticle 5 ）
を
G
E
N
E
T
IC
 T
E
ST
IN
G
と題して、親子関係を決定するために遺伝子検
査を導入した。遺伝子検査は、裁判所あるいは扶養執行行政機関
（
support enforcem
ent agency ）
の命令によって行わ
れる場合と、その命令が出る前に当事者によって任意に行われる場合の両方が認められている
（五〇一条）
。また、
遺伝子検 は、アメリカ血液銀行協会
（
the A
m
erican A
ssociation of B
lood B
anks ）
ならびにアメリカ組織適合免疫遺
伝学会
（
the A
m
erican Society for H
istocom
patibility and Im
m
unogenetics ）
によって認定された検査ラボあるいは連邦
保健社会福祉長官
（
the federal Secretary of H
ealth and H
um
an Services ）
による認定団体において、遺伝子検査の分野
の専門家によって行われなければならず、その検査に用いられ 試料は、血液、ほおの細胞、骨、髪、その他の身体組織や体液から成り立つ
（五〇三条）
。反証可能的に子の父として確認されるためには、遺伝子検査の結果が少
なくとも、九九％の
probability of paternity
と一〇〇対一の
paternity index
を示すことが求められている
（五〇五
条）
。
probability of paternity
とは、父と主張する者が属する民族あるいは人種のグループに基づいて、子の父であ
る可能性をはかる方法であり、
paternity index
とは、遺伝子マーカーに基づいて、子の父であるか否かの可能性
が算定されて数値化されている指数である。草案では、
probability of paternity
の数値が九五％、九九・九％とい
うようにいくつか提案されていたが、結局、この九九％の基準が採用された。その理由とし 、血液銀 協会やその他の認定団体あるいは州の裁判所の多くが採用している基準であったこと、九九％を超える高 基準は試料の乏しい検認手続き
（
probate proceedings ）
では証拠上の問題を引き起こすこと、父子関係を決定する手続きは証拠の
優越に基づく民事訴訟で り、合理的な疑 を越える証拠に基づく刑事訴訟ではないこと、等があげられ いる。　
第六二一条⒞項は、子が推定される父を有する場合には、
⑴その母と推定される父の両者の同意があり、あるい
は
⑵第五〇二条にもとづき裁判所の命令にしたがって、遺伝子検査が行われなかったときには、その結果は親子関
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係を決定するために許容されえない、と規定する。同条⒞項にあたらなければ、遺伝子検査の専門家の記録は証拠として許容されうる。（
3）ＵＰＡ二〇〇二
　
二〇〇〇年に改訂されたばかりのＵＰＡが二年後に修正された。これは、ＵＰＡ二〇〇〇において、婚姻カップ
ルと非婚カップルの扱いが異なるという批判にあい、アメリカ法曹協会
（
A
m
erican B
ar A
ssociation ）
になかなか承
認されなかったためである。そこで、ＵＰＡ二〇〇〇の大枠を変更せずに、
m
arried 、
husband 、
w
ife
という用語
を削除する どの修正が行われた。同性カップルの問題は先送りされた形であ　
用語の変更以外に、変更された箇所としては、ＵＰＡ二〇〇〇の第二〇四条に、ＵＰＡ一九七三にはあった父性
推定のひとつが同条
⑸項として復活したことである。それは、子の人生における最初の二年間、子とともに同じ家
庭に暮らし、公然と自分の子として子を保持している場合
（
holding out presum
ption ）、というものである。ＵＰＡ
一九七三上の
holding out presum
ption
には期間設定がなく、子の誕生から短期間の場合もあれば、長期間の場合
も想定されるため、規定内容の不明確性が指摘されていた。非婚の子と婚姻の子との扱いをより等しくするために、
holding out presum
ption
を復活させ、期間要件を明示したものである。この推定がなされれば、六〇七条の
限られた状況下において み争うこ ができ、そ 同様に六〇八条の禁反言にしたがうことになる。
3　
おわりに
　
本稿で取り上げたＵＰＡはあくまでモデル州法案であるため、アメリカ各州においてＵＰＡと全く同じ内容の制
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定法があるとは限らず、また判例の動向も見なければ、実際のところはわからないが、ＵＰＡに盛り込まれた内容はアメリカの親子関係に関する課題と展望を示しているともいえ、わが国においても参考となる部分はあろう。わが国では嫡出子と非嫡出子という区別ないし差別が法制度上存在する に対し、アメリカでは判例や立法によってその平等化が進められ、父子関係の確定方法について 、わが国では嫡出子か非嫡出子 によって制度が異なるのに対し、アメリカでは婚姻を基礎とする父性推定 事実主義に基づく
paternity action
や連邦法の影響を受けて導
入された
voluntary acknow
ledgm
ent of paternity 、遺伝子検査というように、子を一律に区別せずその法的親は
誰かを確定する方法が様々に取り入れられてい 。わが国 おける親子鑑定については 外資系企業がビジネスで唾液や頬粘膜を採取する用具をクライアントに送り、クライアントはそれを使って唾液や頬粘膜を採取して返送し、検査会社が一週間程度で検査結果に確率をつけて送り返すということが行われ 。ＤＮＡ多型学会 、一九九七年に「ＤＮＡ鑑定についての指針」をまとめ、こうした検査
（
D
o-It-Y
ourself paternity test
あるいは
P
aternity 
test by post
と呼ばれている。 ）
に対する懸念を表明している
（
10）。こうした検査は採取に鑑定者が責任を持てないため、
個人的な交渉事には使えるかもしれない 、法廷 証拠能力 な 。こうした状況下で 関係を確定 方法として科学的鑑定の安易な導入は避けなければならない。しかし、わが国 認知制度はより事実主義への移行が進んだ いわれ、調停前置主義がとられている嫡出否認 訴えや認知の訴えにお ては、ＤＮＡ鑑定結果が幅 きかせている状況を鑑みると、法政策の違いという面があ かもしれないが を する際に、きちんとした法的枠組みのもとで を導入するこ が、子の福祉に適うのであ ば その検討の余地はあろう。
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G
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（
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m
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. Q
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（
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.S.C
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see, 42 U
.S.C
. §655.
（
8）　
二〇〇〇年法については拙稿「アメリカにおける父性推定―マイケル・Ｈ．対ジェラルド・Ｄ．事件判決を中心として―」上
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（
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isestablishing the P
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